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１ この報告書は、法第38条の２第４項の報告書について使用すること。
２ この報告書の記載の要領は、次による。
 「住所（居所）」及び「個人番号」の欄には、この報告書を作成する日の現況による住所又は居所、氏名及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第
５項に規定する個人番号を記載すること。
 「特定暗号資産の名称」の欄には、ＢＴＣ、ＥＴＨ、ＸＲＰのように記載すること。
 「年始数量」の欄には、その年の１月１日において対象者（第18条の17第３項第１号に規定する対象者をいう。以下この表において同じ。）のために管理をしている特定暗号資産（法第38条の
２第１項に規定する特定暗号資産をいう。以下この表において同じ。）の総数量を記載すること。
 「年中購入数量」の欄には、その年において対象者が取得（第18条の17第３項第３号ハに規定する取得をいう。以下この表において同じ。）をした特定暗号資産の総数量を記載すること。
 「年中購入金額」の欄には、その年において対象者が取得をした特定暗号資産の対価の額の合計額を記載すること。
 「年中売却数量」の欄には、その年において対象者が譲渡（法第38条の２第１項に規定する譲渡をいう。以下この表において同じ。）をした特定暗号資産の総数量を記載すること。
 「年中売却金額」の欄には、その年において対象者が譲渡をした特定暗号資産の対価の額の合計額を記載すること。
 「移入数量」の欄には、その年において受入れ（対象者が行つた取得によるものを除く。）をした特定暗号資産の総数量を記載すること。
 「移出数量」の欄には、その年において移転（対象者が行つた譲渡によるものを除く。）をした特定暗号資産の総数量を記載すること。
 「年末数量」の欄には、その年の12月31日において対象者のために管理をしている特定暗号資産の総数量を記載すること。
 「支払手数料」の欄には、その年において対象者との間で行つた特定暗号資産についての取得又は譲渡に係る手数料その他当該取得又は譲渡のために要した費用の額の合計額を記載すること。
 からまでの欄には、特定暗号資産の種類別に記載すること。
 納税管理人が明らかな場合には、その氏名及び住所又は居所を「摘要」の欄に記載すること。
 対象者が非居住者である場合には、「摘要」の欄に（非）と記載すること。
３ 合計表をこの様式に準じて作成し、添付すること。

別 表 第 八 の 表 中 「、同法第41条の３の２第１項に規定する増改築等住宅借入金等の金額、同条第５項に規定する断熱改修住宅借入金等の金額又は同条第８項に規定する多世帯同居改修住宅借入金等
の金額等 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「又は法第41条の３の２第３項各号に規定する増改築等住宅借入金等 」 を 削 り 、「法第41条第１項に 」 を 「同項に 」 に 、「同条第10項 」 を 「同条第６項 」 に 改 め 、「若しく
は法第41条の３の２第１項、第５項若しくは第８項に規定する住宅の増改築等（以下この表において「住宅の増改築等」という。） 」 及 び 「若しくは当該住宅の増改築等 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ３ 中 「又
は第18条の23の２の２第11項第３号 」 を 削 り 、「第18条の21第８項第１号ロに 」 を 「同号ロに 」 に 改 め 、「及び第18条の23の２の２第11項第３号に規定する当初の増改築等住宅借入金等、断熱改修住宅借入
金等又は多世帯同居改修住宅借入金等 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ４ 中 「又は第41条の３の２第３項各号 」 及 び 「（当該住宅借入金等が同項第４号に掲げる借入金である場合にあつては「（摘要）」欄に「死亡時一
括償還」と記載すること） 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ５ 中 「又は法第41条の３の２第３項第２号若しくは第３号に掲げる債務に係る債権者（施行令第26条の４第12項第１号に掲げる借入金に係る債権者を含む。） 」

を 削 り 、「若しくは同条第10項 」 を 「又は同条第６項 」 に 改 め 、「又は住宅の増改築等に要した費用の額 」 を 削 る 。

別 表 第 八 の 表 の 備 考 ２ 中 「同条第10項 」 を 「同条第６項 」 に 改 め る 。

（ 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 二 十 六 年 財 務 省 令 第 五 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 三 十 三 条 第 二 項 中 「 第 三 十 七 条 の 十 四 第 三 十 五 項 」 を 「 第 三 十 七 条 の 十 四 第 四 十 一 項 」 に 改 め る 。

第 三 条 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 平 成 二 十 八 年 財 務 省 令 第 二 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 十 四 条 第 二 項 中 「 第 九 条 の 八 」 を 「 第 九 条 の 八 第 一 項 」 に 、「 第 三 十 七 条 の 十 四 第 十 六 項 」 を 「 第 三 十 七 条 の 十 四 第 二 十 二 項 」 に 、「 第 十 八 条 の 十 五 の 三 第 二 十 六 項 」 を 「 第 十 八 条 の 十 五 の 三 第 三

十 一 項 」 に 改 め る 。

第 四 条 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 五 年 財 務 省 令 第 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

附 則 第 一 条 第 六 号 中 「 令 和 九 年 一 月 一 日 」 を 「 令 和 十 二 年 一 月 一 日 」 に 改 め る 。

附 則 第 四 条 第 四 項 中 「 新 令 」 を 「 租 税 特 別 措 置 法 施 行 令 」 に 、「 第 三 十 項 」 を 「 第 二 十 八 項 」 に 、「 新 規 則 」 を 「 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 」 に 、「 第 二 十 九 項 第 六 号 」 を 「 第 六 項 第 六 号 」 に 、「 同 条 第 三 十 二

項 」 を 「 同 条 第 三 十 項 」 に 改 め る 。

第 五 条 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 （ 令 和 七 年 財 務 省 令 第 二 十 六 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

第 一 条 の う ち 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 第 三 十 七 条 の 四 の 四 第 一 項 の 改 正 規 定 中 「 同 項 第 二 号 」 を 「 同 項 第 三 号 」 に 改 め る 。

第 一 条 の う ち 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 第 三 十 七 条 の 四 の 六 か ら 第 三 十 七 条 の 四 の 九 ま で の 改 正 規 定 （ 同 令 第 三 十 七 条 の 四 の 七 第 二 項 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） 中 「 と 、「 納 税 地 」 と あ る の は 「 当 該 酒 類 製 造 者

の 消 費 税 に 係 る 納 税 地 」 」 を 削 る 。
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